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市町村職員退職手当条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年２月３日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第１号 

市町村職員退職手当条例施行規則の一部を改正する規則 

 市町村職員退職手当条例施行規則（昭和50年組合規則第12号）の一部を次のように改正する。 

 様式第 35 号（裏面）を次のように改める。 

 

 様式第 35 号(裏面)  

 (退職時の勤務公署) 

 (退職時の職名) (退職時の給料月額)           円 

(  職  級  号)  

 (支払差止処分の理由) 

 (支払差止処分の取消し) 

 この処分は，次のいずれかに該当する場合には取り消され，差し止められている一般の退職手当

等の額が支払われる。 

1 この処分を受けた者について，この処分の理由となった起訴に係る刑事事件につき無罪の判決

が確定した場合 

2 この処分を受けた者について，この処分の理由となった起訴に係る刑事事件につき，判決が確

定した場合(拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。) 

3 処分者が，この処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき，この一般の退職手当等の額の

支払を差し止める必要がなくなったと認める場合 

備考 勤続期間とは，市町村職員退職手当条例第 9条第 1項に規定する勤続期間をいう。 
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 様式第 36号（裏面）を次のように改める。  

 

 様式第 36 号(裏面) 

 (退職時の勤務公署) 

 (退職時の職名) (退職時の給料月額)           円 

(  職  級  号)  

 (公務に対する信頼を確保する上で支障を生じると認める理由) 

 

 

 

 

(思料される犯罪に係る罰条：          ) 

 (支払差止処分の取消し) 

 この処分は，次のいずれかに該当する場合には取り消され，差し止められている一般の退職手

当等の額が支払われる。ただし，3に該当する場合において，この処分を受けた者がその者の基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが

支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは，この限りでない。 

1 この処分を受けた者について，この処分の理由となった行為に係る刑事事件につき無罪の判決

が確定した場合 

2 この処分を受けた者について，この処分の理由となった行為に係る刑事事件につき，判決が確

定した場合(拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。)又は公

訴を提起しない処分があった場合であって，市町村職員退職手当条例第 17条第 1項の規定によ

る処分を受けることなく，その判決が確定した日又はその公訴を提起しない処分があった日から

6月を経過した場合 

3 この処分を受けた者について，その者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴され

ることなく，かつ，市町村職員退職手当条例第 17条第 1項の規定による処分を受けることな

く，この処分を受けた日から 1年を経過した場合 

4 処分者が，この処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき，この一般の退職手当等の額の

支払を差し止める必要がなくなったと認める場合 

備考 勤続期間とは，市町村職員退職手当条例第 9条第 1項に規定する勤続期間をいう。 
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様式第 37号（裏面）を次のように改める。 

 

様式第 37号(裏面) 

 (退職時の勤務公署) 

 (退職時の職名) 
(退職時の給料月額)           円 

(  職  級  号)  

 (懲戒免職処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由) 

 (支払差止処分の取消し) 

 この処分は，次のいずれかに該当する場合には取り消され，差し止められている一般の退職手

当等の額が支払われる。ただし，3に該当する場合において，この処分を受けた者がその者の基

礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが

支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは，この限りでない。 

1 この処分を受けた者について，この処分の理由となった行為に係る刑事事件につき無罪の判決

が確定した場合 

2 この処分を受けた者について，この処分の理由となった行為に係る刑事事件につき，判決が確

定した場合(拘禁刑以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。)又は公

訴を提起しない処分があった場合であって，市町村職員退職手当条例第 17条第 1項の規定によ

る処分を受けることなく，その判決が確定した日又はその公訴を提起しない処分があった日から

6月を経過した場合 

3 この処分を受けた者について，その者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴され

ることなく，かつ，市町村職員退職手当条例第 17条第 1項の規定による処分を受けることな

く，この処分を受けた日から 1年を経過した場合 

4 処分者が，この処分後に判明した事実又は生じた事情に基づき，この一般の退職手当等の額の

支払を差し止める必要がなくなったと認める場合 

備考 勤続期間とは，市町村職員退職手当条例第 9条第 1項に規定する勤続期間をいう。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

 この規則は，令和７年６月１日から施行する。 
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市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

 

令和７年２月３日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第２号 

市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する 

条例施行規則の一部を改正する規則 

 市町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和50年組合規則第17号）の一

部を次のように改正する。 

 第７条の２第１号中「懲役，禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

   附 則 

 この規則は，令和７年６月１日から施行する。 
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職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和７年２月７日 

 

茨城県市町村総合事務組合   

 組合長 中 島   栄 

 

組合規則第３号 

職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の給与に関する規則（昭和50年組合規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第59条第１号中「100分の205」を「6月に支給する場合においては100分の205」に改め，「100

分の245）」の次に「，12月に支給する場合においては100分の215（特定幹部職員にあっては， 

100分の255）」を加え，同条第2号中「100分の97.5」を「6月に支給する場合においては100分の

97.5」に改め，「100分の117.5）」の次に「，12月に支給する場合においては100分の102.5（特

定幹部職員にあっては，100分の122.5）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日等） 

 この規則は，公布の日から施行し，この規定による改正後の職員の給与に関する規則の規定

は，令和６年４月１日から適用する。 


